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平成 2３年８月  １日 

 

（対象期間）平成22年 5月  1日 

～平成2３年  ４月３０日 

 

 

エコアクション２１ 

環境活動レポート 

 

日成建設株式会社 
     

    

 

〒４２２－８０５５ 

本社 静岡県静岡市駿河区寿町６－２５ 

ＴＥＬ：０５４－２８６－０３４１ 

ＦＡＸ：０５４－２８３－１５５９ 

 

〒４２０－００４７ 

本部 静岡県静岡市葵区清閑町１２－５ 

ＴＥＬ：０５４－２５１－８５１０ 

ＦＡＸ：０５４－２５１－８５４０ 
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日成建設株式会社 環境方針 

 

 

 

 基本理念 

 

日成建設株式会社は、企業活動の全域において、環境問題への積極的な取組みを 

通じ、企業市民としての社会的責任を果たしてまいります。 

 

 

 

行動指針 
 

当社は、すべての事業活動が環境に何らかの影響を与えていることを認識した上で、以下の環 

境保全活動を推進します。 

 

１．事業活動の全領域で、安全を図り、省エネルギー･省資源･リサイクルなどに配慮した活動・ 

サービスを提供します。 

２． 環境汚染を未然に防止すると共に、環境経営システムと環境保全実績が継続的に改善できる 

ように推進します。 

３． 環境関連法令と当社が参加した協定等を遵守することは基より、可能であれば、自主管理基 

準を設けて環境管理レベルの向上を図ります。 

４． 次の事項を重点的なテーマとして、環境目標を設定し、必要あれば目標を見直すなどの効果 

的な取り組みを行います。 

   （１）「環境への負荷チェック」の結果、著しい項目に対する改善目標管理。特にＣＯ２排出 

           抑制、廃棄物排出抑制、総排水量抑制については、改善目標を設けて目標管理を行います。 

   （２）グリーン購入比率の向上を図ります。 

      （３）各工事部門において、品質管理の徹底が環境経営に資するという考えのもと、顧客満足 

         度を向上させていく         

５． 環境保全関連の行政機関･団体などの環境保全施策に協力し、社会貢献活動を推進します。 

６． 環境教育･訓練、社内広報活動の実施により、全ての構成員に環境方針を周知徹底すると共に、 

環境保全に関する意識を高め、社内における環境保全状況の知識･認識の向上を図ります。 

７． この環境方針は、社外の人にも公開します。 

 

 

平成２２年５月１日制定 

日成建設株式会社 

代表取締役 小林 嘉久 
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■環境目標登録表 

当社の中長期の環境目標は以下の通りである。 

 

 
№ テーマ 

担当部

署 
中長期の目的 

原
則
と
す
る
目
標 

１ 
二酸化炭素 

排出量削減 
全部署 

業務全体における「電力・燃料使用量」を、平成 21年度の使用実績を基準

として、平成 24年度までの 3年間で 3％削減する。 

２ 
廃棄物 

排出量削減 
全部署 

業務全体における「可燃廃棄物」のリサイクル活動を活性化させることに

より、平成21年度の排出実績を基準として、平成24年度までの3年間で3％

削減する。 

３ 
総排水量 

削減 
全部署 

業務全体における「上水道使用量」を、平成 21年度の使用実績を基準とし

て、平成 24年度までの 3年間で 3％削減する。 

４ 
化学物質使

用量削減 

建築部 

土木部 

※当社が使用する化学物質については、その使用量が極めて少ないため、 

目標管理とせず、当該化学物質を適正に管理していることを定期的に確認

することで維持管理とする。 

５ 

グリーン購

入比率の向

上 

本社 

本部 

「グリーン購入リスト」により特定する購入品目数における「グリーン購入

比率」を、平成 24年度までの 3年間で 30％に向上させる 

経
営
上
の
目
標 

６ 

民間工事の 

顧客満足度 

の向上   

 

建築部 

品質管理の徹底により、完成物件の「顧客満足度調査」満足度が平成 24年

度までの３年間で、82％以上になるように遂行する。 

７ 
項目別評定

点の向上 
土木部 

品質管理の徹底により、行政機関が発行する項目別評定点の満足度が、平

成 24年度迄の３年間で 82％以上になるように遂行する。 

８ 
適正な粗利

率の確保 

設計部 

積算部 

・新規業者の開拓を進め、価格競争によるコストダウンと情報収集に努める 

・作業効率の向上に努めると共に、実行予算作成の時間短縮に努める 
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なお、当社については、以下の目標を掲げて環境活動に取り組んでいる。 

 

 
№ テーマ 

担当部

署 

単年度目標 

(22/5 月～23/4 月) 

原
則
と
す
る
目
標 

1 
二酸化炭素 

排出量削減 
全部署 

①平成 22年度は、平成 21年度比１％削減する。 

②平成 23年度は、平成 21年度比２％削減する。 

③平成 24年度は、平成 21年度比３％削減する。 

2 
廃棄物 

排出量削減 
全部署 

①平成 22年度は、平成 21年度比１％削減する。 

②平成 23年度は、平成 21年度比２％削減する。 

③平成 24年度は、平成 21年度比３％削減する。 

3 
総排水量 

削減 
全部署 

①平成 22年度は、平成 21年度比１％削減する。 

②平成 23年度は、平成 21年度比２％削減する。 

③平成 24年度は、平成 21年度比３％削減する。 

4 
化学物質使

用量削減 

建築部 

土木部 

※当社が使用する化学物質については、その使用量が極めて少ないため、 

管理目標とせず、当該化学物質を適正に管理していることを定期的に確認す

ることで維持管理とする。 

5 

グリーン 

購入比率の 

向上 

総務 

本社 

本部 

① 平成 22年度は、10％に向上させる。 

② 平成 23年度は、20％に向上させる。 

③ 平成 24年度は、30％に向上させる。 

経
営
上
の
目
標 

６ 

民間工事の

顧客満足度

向上 

建築部 

①平成 22年度は、80％以上を目指す。 

② 平成 23年度は、81％以上を目指す。 

③ 平成 24年度は、82％以上を目指す。 

７ 
項目別評定

点の向上 
土木部 

① 平成 22年度は、80％以上を目指す。 

② 平成 23年度は、81％以上を目指す。 

③ 平成 24年度は、82％以上を目指す。 

８ 
適正な粗利

水準の確保 

設計部 

積算部 

新 ①平成 22年度は建築工事粗利率の適正水準を維持する。 

② ②平成 23年度は前年度より粗利率を向上させる。 

He ③平成 24年度は 23年度より粗利率を向上させる。 
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■主要な環境活動計画の内容 

当社では、環境目標を達成するために以下の通り具体的な項目を推進している。 

  推進項目 推進内容 結果 

1 電力使用量の削減 

【現場内製造現場】  

・使用していない機器の電源オフ ○ 
・昼休み、休憩時間、退社時の作業場内消灯 ○ 
・作業場内の不使用場所の消灯、不要箇所の減灯 ○ 
【全部署】  
・長時間未使用のパソコン・コピー機等の電源オフ ○ 

・退社時のパソコン・コピー機等の電源オフ確認 ○ 
・節電モードの利用 ○ 
・トイレ不使用時、通路照明不要時の消灯 ○ 

・会議室、応接室等の不使用時の消灯 ○ 
・その他、不使用場所の消灯、不要箇所の減灯 ○ 
【その他】  
・適正な冷暖房温度(室内温度)の見直し △ 

・節電対応型機種への変更ならびに導入の検討 × 

2 
廃棄物排出量の削減と 

    リサイクル化 

【全部署】  

・定められた方法に従って分別 ○ 
・種類毎の廃棄物置場に収集、分別 ○ 
・各廃棄箱に表示 ○ 
・混合物の分別によるリサイクル化向上 ○ 

3 上水道使用量の削減 

【全部署】  

・お茶だし等の上水道使用時の節水 △ 
・トイレ使用の手洗い等の節水 △ 

・上水道使用後の閉栓の確認 ○ 
・あらゆる場所の節水徹底 △ 
【その他】  
・漏水の防止 ○ 

4 化学物質使用量の削減 
・※当社が使用する化学物質については、その使用量が極めて少な
いため、目標管理とせず、当該化学物質を適正に管理しているこ
とを定期的に確認することで維持管理とする。 

○ 

5 グリーン購入の推進 

【総務・本社・本部】  
・「グリーン購入リスト」の作成 ○ 
・環境への負荷が少ないものを進んで購入(グリーン購入) ○ 
・導入コスト削減に向けて業者と交渉 △ 

・情報収集を継続的に行う △ 

６ 
民間工事の顧客満足度

の向上 

【建築部】  

・クレーム内容の分析と工事監督への啓発 ○ 
・年間クレームを前年比８０％以下に抑制する △ 

７ 項目別評定点の向上 

【土木部】  
・低評価項目を把握し日常管理で是正する ○ 
・工事会議及び、現場巡回時に工程・安全・品質管理の監視を強化
する 

○ 

８ 

適正な粗利水準の確保

を維持すると共に発注

までの時間短を縮する 

【設計部・積算部】  
・新規業者の開拓を進め、価格競争によるコストダウンと情報収集
に努める 

○ 

・作業効率の向上に努めると共に、実行予算の時間短縮に努める △ 

※次年度の環境活動計画も上記と同じにする。 

※結果例 ○印は実施・△は一部実施・×は実施できなかった。 

・電力使用量の削減については、現場、事務所ともに無駄な電力の削減に努めていた。 
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なお、環境目標の担当部署及び責任者は以下の通りである。 

目標項目 担当部署 責任者 

①二酸化炭素排出量削減 建築部 山崎浩正 

②廃棄物排出量削減 建築部 山崎浩正 

③ 排水量削減 総務部 朝倉 真 

④ 化学物質使用量の削減（維持管理） 建築部 山崎浩正 

⑤ グリーン購入比率の向上 総務部 朝倉 真 

⑥ 民間の顧客満足度の向上 建築部 山崎浩正 

⑦ 項目別評定点の向上 土木部 吉永武司 

⑧ 適正な粗利水準の確保 購買積算部 池田洋輝 
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■環境目標の達成状況（実績） 

当社における過去 3年間の実績は以下の通りである。 

 

【本社・本部】 

過去 3年間の比較 20/5 月～21/4月 21/5 月～22/4月 22/5 月～23/4月 

二酸化炭素排出量 総量（kg-CO2/年） 208,013.36 190,825.43 208,614.90 

廃棄物排出量 総量（トン/年） 21.1 21.1  

総排水量 総量（m3/年） 401 431  

化学物質使用量の削減 活動 ― ―  

グリーン購入 比率(％/年) ― ―  

民間の顧客満足度の向上 顧客満足度％ 84.2 81.5  

項目別評定点の向上 評定点 80 80  

適正な粗利水準の確保 維持できたか 否 否  

 

【現場】 

過去 3年間の比較 20年 5月～21年4月 21年 5月～22年4月 22年 5月～23年4月 

二酸化炭素排出量 総量（kg-CO2/年） 206,204 139,192  

廃棄物排出量 総量（トン/年） 619 1,514  

総排水量 総量（m3/年） 10,899 3,444  

 

【評価】 

二酸化炭素排出量に関しては、エコアクションの活動開始後 3か月の短期目標は、前年（平成 21年）同期

間比－1％減であった。本社・本部では活動開始後 3 か月の二酸化炭素排出量は、前年比 12.7％減という結

果になった。この要因は、電力を始めとした省エネ・省資源の徹底によるものと考えられるが、とりわけガ

ソリン使用量が 23％減少している、このことが寄与したものである。 

 廃棄物排出量に関しては、ほぼ横ばいに推移してきている。この 3 か月間は、廃棄箱の表示と分別活動の

推進を実施した。現場に関して、3 か月間の比較のなかで 21 年 5 月～7 月が突出しているが、これは建設工

事において、解体工事を含む建築工事があった為である。 

 総排水量に関しては、総量では前年比 7.4％増（総量では 30㎥増）となった。これは、活動開始後に本社

と本部が分かれたため（営業部・積算部が本部に異動）使用量が増加したと思われる。今後は、省エネ、省

資源の徹底を図っていきたい。 

 グリーン購入の推進に関しては、3か月間でリスト（計 40品目）を作成した。又グリーン購入活動の周知

徹底を図り推進をしていく。 

 顧客満足度の調査では、エコアクション開始後、3 か月間で７％の増加があった、これは、完成した物件

が、企画の新商品であったために増加したと考えられる。又、適正な粗利水準の確保も同様に可となったと

考えられる。個別評定点に関しては、月ごとの完成工事がなく、各年を通して安定して点数を確保している

ので、目標に向かって努力を続けていきたい。 
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■環境関連法規への違反、訴訟等の有無 

 

大気汚染物質、水質汚濁物質、騒音、振動等の違反について遵守状況を確認した結果、違反はなかった。

また、関係機関等から特に指摘等も無かった。くわえて訴訟等も同様に１件も無かった。 

 

【環境規制法等一覧表】                          平成２３年４月２０日現在 

分類 名称 

該当

の有
無 

当社の現状 規制対象数値等 要求事項 
要求に対する

対応 

騒音関係 騒音規制法 ○ 

丸鋸盤 

ボール盤 

高速切断機 

例、丸鋸盤定格出

力 2.25Kw 以上 
設置届出 対応済み 

振動関係 振動規制法 × 該当なし 
定格出力 7.5Kw 以

上 
届出不要 該当せず 

廃棄物関係 

廃棄物の処理及び清

掃に関する法律 
（廃棄物処理法） 

○ 

①産廃業者への委託あ

り 

①保管の基準、委

託の基準 

「産業廃棄物運用管理
規定」による 

4 月 20 日時点

では提出準備

中である 
 

早急に提出処

理する 

②産業廃棄物の保管・

排出あり 

②該当20種の廃棄

物 

③産業廃棄物管理票

（マニフェスト）の使用
あり 

③産業廃棄物管理
票の運用ルール 

薬品関係 

フロン回収破壊法 ○ 
（特定製品）業務用エア

コン１台 

オゾン層を破壊す

るフロン類の回収
義務 

フロン廃棄時には専用

の伝票（行程管理票）
を用いる 

現在該当なし 

自動車リサイクル法 ○ 
所有自動車 28台 

自動車のエアコン 

使用済み自動車の

引取業者への引渡
業務 

リサイクル料金の支払

い 

対応済み 

（全車リース
車） 

高圧ガス保安法 ○ 
高圧ガス、酸素ガス 

アセチレンガス 

高圧ガスの製造、

貯蔵、販売、移動、

消費、廃棄 

①酸素ガス、アセチレ

ンガスの表示 

②転倒防止装置 

対応済み 

リサイクル

関係 

特定家庭用機器再生

商品化法（家電リサ
イクル法） 

○ 

（特定家庭用機器） 

冷蔵庫・テレビ 
洗濯機・エアコン 

廃家電を排出する

事業者 

廃棄物として排出売る

場合は、運搬するもの

等に適切に引渡し、料
金の支払いに応じる 

現在該当なし 

建設工事に係る資材

の再資源化等に関す
る法律（建設リサイ

クル法） 

○ 該当あり 
新築床面積合計 
500 ㎡以上 

事業者として届出義務
あり 

対応済み 

グリーン購入法 ○ 購買品の一部で実施 
基本方針に基準あ
り 

事業者の責務 
できる限り環境物品等

を選択するよう努める 

対応済み 

その他 

【その他の要求事項】 

公共工事設計図書要
求事項 

○ 公共工事 設計書通りの工事 

合格通知書の項目別評

価点の満足度80％以上
を目標 

対応済み 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

 

 

 

■環境マネジメントシステム見直し記録 

見直し実施日 平成 23年 4月 20 日 

 

【項目】 

（1）ヒアリングチェック・クロス監査の結果・法令順守 （5）問題点の是正処置及び予防処置の状況 

（2）苦情を含む利害関係者からの重要な情報      （6）前回迄の見直し作業の結果に対するフォローアップ 

（3）組織の環境パフォーマンス                       (7)環境関連法規等を含む周辺の状況の変化 

（4）環境目標の達成                                   (8)改善の為の提案・その他 

 

【見直しに必要なインプット情報】 

（1）環境関連法令順守状況のなかで、産業廃棄物の届出を早急に手配する 

（2）平成 22年 5月の EMS 運用開始後 1年半を経過したが、現時点で「苦情を含み利害関係者からの重要な情 

  報」はない。 

（3）平成 22年 5月の EMS 運用開始後 1年半を経過したが、現時点での「組織の環境パフォーマンス」はおお 

  むね良好である。 

  組織内における法令遵守の意識向上、省エネの意識向上が認められ、各種パトロールチェックの結果も 

  「○」印であり良好である。 

（4）「ヒアリングチェック」の結果などから、環境管理事務局ならびに各部署の長を中心とした活動により 

  「環境目標」の内容は周知徹底されている。 

  かつ、平成 22年 5月からこれまでは「ルールの周知や徹底、情報収集等」が EMS 活動の主となっていた 

  が、その意味で「環境目標の達成状況」は良好といえる。 

（5）平成 22年 5月の EMS 運用開始後 1年半を経過したが、現時点で「問題点の是正処置及び予防措置」はな 

い。（産業廃棄物の届け出に対しては、早急に提出する） 

（6）社長の見直しに関しては、前回見直し項目はないので、前回に対するフォローアップは該当ありません。 

（7）平成 22年 5月の EMS 運用開始後、EMS 運用見直しにつながる「環境法規制等の制定、改正、廃止」はない。 

  （産業廃棄物処理法が改正されたが、当社は遵守済み） 

   平成 22年 5月の EMS 運用開始後、1年半経過したが、現時点で「周囲の状況の変化」はない。 

（8）現時点で、環境マネジメントシステム見直し記録（1/8）～（7/8）の項目以外の「見直しにあたって考 

  慮する事項」に該当はない。（改善の為の提案については、2009 年版改正対応を確実に実施する） 

 

【社長による確認・指示】 

上記(1)に対して、その他の指摘事項として、産業廃棄物の届け出を早急に提出する事。 

環境方針・環境目標、その他のマニュアルをエコアクション 2009 年版改正に対応するようにしてください。 
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■当社の概要 

（１）事業者名及び代表者名 

日成建設株式会社 代表取締役 小林 嘉久 

 

（２）所在地  

   本社 静岡県静岡市駿河区寿町６－２５ 

   本部 静岡県静岡市葵区清閑町１２－５ 

 

（３）環境保全関係の責任者及び担当者連絡先 

責任者 官庁営業部 部長 村松 正章 

担当者 日成建設株式会社 環境管理事務局 

連絡先 TEL054－251-8510 ＦＡＸ054－251-8540 

事務局員 山崎 浩正、吉永 武司、百嶋 雅之、大口 昌彦、今村 圭佑 

 

（４）事業の内容 

総合建設業  建築工事･････････････････････ 80％ 

土木工事･････････････････････ 15％ 

総合設計･････････････････････  5％ 

 

（５）事業の規模 

従業員数        58 人 

本社・本部・倉庫 延べ床面積 2,396.14 平方メートル 


